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議第１号 

美濃加茂市私債権の遅延損害金徴収条例について 

美濃加茂市私債権の遅延損害金徴収条例を下記のとおり制定する。 

令和２年２月２６日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

記 

美濃加茂市私債権の遅延損害金徴収条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、市の私債権（美濃加茂市債権管理条例（平成２８年美濃加茂

市条例第２号）第２条第５号に規定する私債権をいう。）に基づく歳入（以下「私

債権収入金」という。）に係る遅延損害金の徴収について必要な事項を定めるもの

とする。 

（遅延損害金の徴収） 

第２条 市長（水道事業及び下水道事業の管理者の権限を行う市長を含む。）は、私

債権収入金の納付義務者が、私債権収入金を納期限までに納付しないときは、遅

延損害金を徴収する。 

２ 遅延損害金の額は、遅延損害金について約定のある場合を除くほか、私債権収

入金の未納額に、その納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、納期

限の翌日における民法（明治２９年法律第８９号）第４０４条の規定による法定

利率を乗じて計算した金額とする。 

３ 前項に規定する年当たりの割合は、うるう年の日を含む期間についても、３６

５日当たりの割合とする。 

（減免） 

第３条 市長は、私債権収入金を納期限までに納付しなかったことについて、やむ

を得ない理由があると認めるときは、遅延損害金を減額し、又は免除することが

できる。 

（端数計算） 

第４条 遅延損害金の額を計算する場合においては、その計算の基礎となる納付す

べき金額に１，０００円未満の端数があるとき、又はその金額が２，０００円未

満であるときは、その端数又はその全額を切り捨てる。 

２ 前項の遅延損害金の確定金額に１００円未満の端数があるとき、又はその全額
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が１，０００円未満であるときは、その端数又はその全額を切り捨てる。 

（委任） 

第５条 この条例に定めるもののほか、遅延損害金の徴収に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第２条及び第４条の規定は、この条例の施行の日以後に発生する私債権収入金

から適用し、同日前に発生した私債権収入金については、なお従前の例による。 
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議第２号 

   美濃加茂市私債権の遅延損害金徴収条例の施行に伴う関係条例の整備 

に関する条例について 

 美濃加茂市私債権の遅延損害金徴収条例の施行に伴う関係条例の整備に関する条

例を下記のとおり制定する。 

  令和２年２月２６日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一 

                  記 

   美濃加茂市私債権の遅延損害金徴収条例の施行に伴う関係条例の整備に関す

る条例 

 （美濃加茂市水道事業給水条例の一部改正） 

第１条 美濃加茂市水道事業給水条例（昭和３３年美濃加茂市条例第７号）の一部

を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（料金の支払義務） （料金の支払義務） 

第２４条 水道料金（以下「料金」という。）は、

給水装置の使用者又は総代人から徴収する。 

第２４条 水道料金（以下「料金」という。）は、

給水装置使用者又は総代人から徴収する。 

２ （略） ２ （略） 

（料金の減免） （料金の軽減又は免除） 

第３４条 管理者は、公益上その他特別の理由

があると認めたときは、この条例によつて納

付しなければならない料金その他の費用を減

額し、又は免除することができる。 

第３４条 管理者は、公益上その他特別の理由

があると認めたときは、この条例によつて納

付しなければならない料金その他の費用を軽

減し、又は免除することができる。 

 （督促及び遅延損害金） 

第３４条の２ 料金又は分担金を納期限までに

納付しない者があるときは、管理者は、期限を

指定してこれを督促しなければならない。 

２ 給水装置の使用者若しくは総代人又は給水

装置の所有者は、納期限までにその納付すべ
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き金額を納付しないときは、納付すべき金額

に、その納期限の翌日から納付の日までの期

間の日数に応じ、納期限の翌日における民法

（明治２９年法律第８９号）第４０４条の規

定による法定利率を乗じて計算した金額に相

当する遅延損害金を加算して納付しなければ

ならない。 

３ 前項に規定する年当たりの割合は、うるう

年の日を含む期間についても、３６５日当た

りの割合とする。 

４ 遅延損害金の額を計算する場合において

は、その計算の基礎となる納付すべき金額に

１，０００円未満の端数があるとき、又はその

金額が２，０００円未満であるときは、その端

数又はその全額を切り捨てる。 

５ 前項の遅延損害金の確定金額に１００円未

満の端数があるとき、又はその全額が１，００

０円未満であるときは、その端数又はその全

額を切り捨てる。 

６ 管理者は、給水装置の使用者若しくは総代

人又は給水装置の所有者が納期限までに料金

又は分担金を納付しなかつたことについてや

むを得ない事由があると認められる場合にお

いては、第２項の遅延損害金を減額し、又は免

除することができる。 

   第５章 管理    第５章 管理 

（検査等及び費用負担） （検査等及び費用負担） 

第３５条 （略） 第３５条 （略） 

（給水の停止） （給水の停止） 

第３７条 管理者は、次の各号のいずれかに該

当するときは、水道の使用者に対し、その理

由の継続する間、給水を停止することができ

る。 

第３７条 管理者は、次の各号のいずれかに該

当するときは、水道の使用者に対し、その理

由の継続する間、給水を停止することができ

る。 

(1) 水道の使用者が、第８条第３項の修繕に要

した費用、第１４条の工事の費用、料金又は

(1) 水道の使用者が、第８条第３項の修繕に

要した費用、第１４条の工事費、第２５条
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分担金を指定期限内に納入しないとき。 の料金又は第３３条の２の分担金を指定

期限内に納入しないとき。 

 (2)～(6) （略）  (2)～(6) （略） 

２ （略） ２ （略） 

 （美濃加茂市営住宅の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第２条 美濃加茂市営住宅の設置及び管理に関する条例（平成９年美濃加茂市条例

第１６号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（督促及び遅延損害金） （督促及び遅延損害金） 

第１８条 （略） 第１８条 （略） 

２ 入居者は、納期限までにその納付すべき金

額を納付しないときは、納付すべき金額に、

その納期限の翌日から納付の日までの期間の

日数に応じ、納期限の翌日における民法（明

治２９年法律第８９号）第４０４条の規定に

よる法定利率を乗じて計算した金額に相当す

る遅延損害金を加算して納付しなければなら

ない。 

２ 入居者は、納期限までにその納付すべき金

額を納付しないときは、納付すべき金額に、そ

の納期限の翌日から納付の日までの期間の日

数に応じ、年１４．６パーセント（納期限の翌

日から１月を経過する日までの期間について

は、年７．３パーセント）の割合を乗じて計算

した金額に相当する遅延損害金を加算して納

付しなければならない。 

３ 前項に規定する年当たりの割合は、うるう

年の日を含む期間についても、３６５日当た

りの割合とする。 

３ 前項に規定する年当たりの割合は、うるう

年を含む期間についても、３６５日当たりの

割合とする。 

４ 遅延損害金の額を計算する場合において

は、その計算の基礎となる納付すべき金額に

１，０００円未満の端数があるとき、又はそ

の金額が２，０００円未満であるときは、そ

の端数又はその全額を切り捨てる。 

４ 遅延損害金の額を計算する場合において

は、その計算の基礎となる納付すべき金額に

１，０００円未満の端数があるとき又はその

金額が２，０００円未満であるときは、その端

数又はその全額を切り捨てる。 

５ 前項の遅延損害金の確定金額に１００円未

満の端数があるとき、又はその全額が１，０

００円未満であるときは、その端数又はその

全額を切り捨てる。 

５ 前項の遅延損害金の確定金額に１００円未

満の端数があるとき又はその全額が１，００

０円未満であるときは、その端数又はその全

額を切り捨てる。 

６ （略） ６ （略） 

附 則 附 則 

１～８ （略） １～８ （略） 

 （延滞金の割合等の特例） 
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９ 当分の間、第１８条第３項に規定する延滞

金の年１４．６パーセントの割合及び年７．

３パーセントの割合は、この規定にかかわら

ず、各年の特例基準割合（当該年の前年に租

税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第

９３条第２項の規定により告示された割合に

年１パーセントの割合を加算した割合をい

う。以下この項において同じ。）が年７．３パ

ーセントの割合に満たない場合には、その年

（以下この項において「特例基準割合適用年」

という。）中においては、年１４．６パーセン

トの割合にあっては当該特例基準割合適用年

における特例基準割合に年７．３パーセント

の割合を加算した割合とし、年７．３パーセ

ントの割合にあっては当該特例基準割合に年

１パーセントの割合を加算した割合（当該加

算した割合が年７．３パーセントの割合を超

える場合には、年７．３パーセントの割合）

とする。 

（美濃加茂市放課後児童健全育成事業の実施に関する条例の一部改正） 

第３条 美濃加茂市放課後児童健全育成事業の実施に関する条例（平成２４年美濃

加茂市条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年

法律第１６４号）第６条の３第２項に規定す

る放課後児童健全育成事業（以下「事業」と

いう。）の実施に関し、必要な事項を定める。

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法

律第１６４号。以下「法」という。）第６条の

３第２項に規定する放課後児童健全育成事業

（以下「事業」という。）の実施に関し、必要

な事項を定める。 

（督促及び遅延損害金） （督促及び遅延損害金） 

第１２条の２ （略） 第１２条の２ （略） 

２ 保護者は、納期限までにその納付すべき金

額を納付しないときは、納付すべき金額に、

その納期限の翌日から納付の日までの期間の

日数に応じ、納期限の翌日における民法（明

２ 保護者は、納期限までにその納付すべき金

額を納付しないときは、納付すべき金額に、そ

の納期限の翌日から納付の日までの期間の日

数に応じ、年１４．６パーセント（納期限の翌
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治２９年法律第８９号）第４０４条の規定に

よる法定利率を乗じて計算した金額に相当す

る遅延損害金を加算して納付しなければなら

ない。 

日から１月を経過する日までの期間について

は、年７．３パーセント）の割合を乗じて計算

した金額に相当する遅延損害金額を加算して

納付しなければならない。 

３ 前項に規定する年当たりの割合は、うるう

年の日を含む期間についても、３６５日当た

りの割合とする。 

３ 前項に規定する年当たりの割合は、うるう

年を含む期間についても、３６５日当たりの

割合とする。 

４～６ （略） ４～６ （略） 

附 則 附 則 

１～３ （略） １～３ （略） 

 （遅延損害金の割合等の特例） 

４ 当分の間、第１２条の２第２項に規定する

遅延損害金の年１４．６パーセントの割合及

び年７．３パーセントの割合は、この規定に

かかわらず、各年の特例基準割合（当該年の

前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２

６号）第９３条第２項の規定により告示され

た割合に年１パーセントの割合を加算した割

合をいう。以下この項において同じ。）が年７．

３パーセントの割合に満たない場合には、そ

の年（以下この項において「特例基準割合適

用年」という。）中においては、年１４．６パ

ーセントの割合にあっては当該特例基準割合

適用年における特例基準割合に年７．３パー

セントの割合を加算した割合とし、年７．３

パーセントの割合にあっては当該特例基準割

合に年１パーセントの割合を加算した割合

（当該加算した割合が年７．３パーセントの

割合を超える場合には、年７．３パーセント

の割合）とする。 

（美濃加茂市保育園の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第４条 美濃加茂市保育園の設置及び管理に関する条例（平成２７年美濃加茂市条

例第２号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（督促、延滞金及び遅延損害金） （督促、延滞金及び遅延損害金の徴収） 
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第１８条 （略） 第１８条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 利用者は、保育料等を納期限までにその納

付すべき金額を納付しないときは、納付すべ

き金額に、その納期限の翌日から納付の日ま

での期間の日数に応じ、年１４．６パーセン

ト（納期限の翌日から１月を経過する日まで

の期間については、年７．３パーセント）の

割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金

を加算して納付しなければならない。 

４ 利用者は、納期限までにその納付すべき金

額を納付しないときは、納付すべき金額に、そ

の納期限の翌日から納付の日までの期間の日

数に応じ、年１４．６パーセント（納期限の翌

日から１月を経過する日までの期間について

は、年７．３パーセント）の割合を乗じて計算

した金額に相当する保育料等については延滞

金を、保育所等給食費については遅延損害金

を、それぞれ加算して納付しなければならな

い。 

５ 利用者は、保育所等給食費を納期限までに

その納付すべき金額を納付しないときは、納

付すべき金額に、その納期限の翌日から納付

の日までの期間の日数に応じ、納期限の翌日

における民法（明治２９年法律第８９号）第

４０４条の規定による法定利率を乗じて計算

した金額に相当する遅延損害金を加算して納

付しなければならない。 

６ 前２項に規定する年当たりの割合は、うる

う年の日を含む期間についても、３６５日当

たりの割合とする。 

５ 前項に規定する年当たりの割合は、うるう

年を含む期間についても、３６５日当たりの

割合とする。 

７ 延滞金及び遅延損害金の額を計算する場合

においては、その計算の基礎となる納付すべ

き金額に１，０００円未満の端数があるとき、

又はその金額が２，０００円未満であるとき

は、その端数又はその全額を切り捨てる。 

６ 延滞金及び遅延損害金の額を計算する場合

においては、その計算の基礎となる納付すべ

き金額に１，０００円未満の端数があるとき

又はその金額が２，０００円未満であるとき

は、その端数又はその全額を切り捨てる。 

８ 前項の延滞金及び遅延損害金の確定金額に

１００円未満の端数があるとき、又はその全

額が１，０００円未満であるときは、その端

数又はその全額を切り捨てる。 

７ 前項の延滞金及び遅延損害金の確定金額に

１００円未満の端数があるとき又はその全額

が１，０００円未満であるときは、その端数

又はその全額を切り捨てる。 

９ 市長は、利用者が納期限までに保育料等又

は保育所等給食費を納付しなかったことにつ

いてやむを得ない事由があると認められる場

８ 市長は、利用者が納期限までに保育料等又

は保育所等給食費を納付しなかったことにつ

いてやむを得ない事由があると認められる場
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合においては、第３項の督促手数料並びに第

４項の延滞金及び第５項の遅延損害金を減額

し、又は免除することができる。 

合においては、第３項の督促手数料並びに第

４項の延滞金及び遅延損害金を減額し、又は

免除することができる。 

附 則 附 則 

（延滞金の割合等の特例） （延滞金及び遅延損害金の割合等の特例） 

３ 当分の間、第１８条第４項に規定する延滞

金の年１４．６パーセントの割合及び年７．

３パーセントの割合は、この規定にかかわら

ず、各年の特例基準割合（当該年の前年に租

税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第

９３条第２項の規定により告示された割合に

年１パーセントの割合を加算した割合をい

う。以下この項において同じ。）が年７．３パ

ーセントの割合に満たない場合には、その年

（以下この項において「特例基準割合適用年」

という。）中においては、年１４．６パーセン

トの割合にあっては当該特例基準割合適用年

における特例基準割合に年７．３パーセント

の割合を加算した割合とし、年７．３パーセ

ントの割合にあっては当該特例基準割合に年

１パーセントの割合を加算した割合（当該加

算した割合が年７．３パーセントの割合を超

える場合には、年７．３パーセントの割合）

とする。 

３ 当分の間、第１８条第４項に規定する延滞

金及び遅延損害金の年１４．６パーセントの

割合及び年７．３パーセントの割合は、この

規定にかかわらず、各年の特例基準割合（当

該年の前年に租税特別措置法（昭和３２年法

律第２６号）第９３条第２項の規定により告

示された割合に年１パーセントの割合を加算

した割合をいう。以下この項において同じ。）

が年７．３パーセントの割合に満たない場合

には、その年（以下この項において「特例基

準割合適用年」という。）中においては、年１

４．６パーセントの割合にあっては当該特例

基準割合適用年における特例基準割合に年

７．３パーセントの割合を加算した割合とし、

年７．３パーセントの割合にあっては当該特

例基準割合に年１パーセントの割合を加算し

た割合（当該加算した割合が年７．３パーセ

ントの割合を超える場合には、年７．３パー

セントの割合）とする。 

（美濃加茂市乳幼児一時預かり事業の実施に関する条例の一部改正） 

第５条 美濃加茂市乳幼児一時預かり事業の実施に関する条例（平成２７年美濃加

茂市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（督促及び遅延損害金） （督促及び遅延損害金） 

第１６条 （略） 第１６条 （略） 

２ 利用者は、納期限までにその納付すべき金

額を納付しないときは、納付すべき金額に、

その納期限の翌日から納付の日までの期間の

日数に応じ、納期限の翌日における民法（明

治２９年法律第８９号）第４０４条の規定に

２ 利用者は、納期限までにその納付すべき金

額を納付しないときは、納付すべき金額に、そ

の納期限の翌日から納付の日までの期間の日

数に応じ、年１４．６パーセント(納期限の翌

日から１月を経過する日までの期間について
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よる法定利率を乗じて計算した金額に相当す

る遅延損害金を加算して納付しなければなら

ない。 

は、年７．３パーセント)の割合を乗じて計算

した金額に相当する遅延損害金額を加算して

納付しなければならない。 

３ 前項に規定する年当たりの割合は、うるう

年の日を含む期間についても、３６５日当た

りの割合とする。 

３ 前項に規定する年当たりの割合は、うるう

年を含む期間についても、３６５日当たりの

割合とする。 

４～６ （略） ４～６ （略） 

附 則 附 則 

１・２ （略） １・２ （略） 

 （遅延損害金の割合等の特例） 

３ 当分の間、第１６条第２項に規定する遅延

損害金の年１４．６パーセントの割合及び年

７．３パーセントの割合は、この規定にかか

わらず、各年の特例基準割合（当該年の前年

に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）

第９３条第２項の規定により告示された割合

に年１パーセントの割合を加算した割合をい

う。以下この項において同じ。）が年７．３パ

ーセントの割合に満たない場合には、その年

（以下この項において「特例基準割合適用年」

という。）中においては、年１４．６パーセン

トの割合にあっては当該特例基準割合適用年

における特例基準割合に年７．３パーセント

の割合を加算した割合とし、年７．３パーセ

ントの割合にあっては当該特例基準割合に年

１パーセントの割合を加算した割合（当該加

算した割合が年７．３パーセントの割合を超

える場合には、年７．３パーセントの割合）

とする。 

（美濃加茂市病児保育事業の実施に関する条例の一部改正） 

第６条 美濃加茂市病児保育事業の実施に関する条例（平成２８年美濃加茂市条例

第４号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（督促及び遅延損害金） （督促及び遅延損害金） 

第１４条 （略） 第１４条 （略） 
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２ 利用者は、納期限までにその納付すべき金

額を納付しないときは、納付すべき金額に、

その納期限の翌日から納付の日までの期間の

日数に応じ、納期限の翌日における民法（明

治２９年法律第８９号）第４０４条の規定に

よる法定利率を乗じて計算した金額に相当す

る遅延損害金を加算して納付しなければなら

ない。 

２ 利用者は、納期限までにその納付すべき金

額を納付しないときは、納付すべき金額に、そ

の納期限の翌日から納付の日までの期間の日

数に応じ、年１４．６パーセント(納期限の翌

日から１月を経過する日までの期間について

は、年７．３パーセント)の割合を乗じて計算

した金額に相当する遅延損害金額を加算して

納付しなければならない。 

３ 前項に規定する年当たりの割合は、うるう

年の日を含む期間についても、３６５日当た

りの割合とする。 

３ 前項に規定する年当たりの割合は、うるう

年を含む期間についても、３６５日当たりの

割合とする。 

４・５ （略） ４・５ （略） 

附 則 附 則 

１・２ （略） １・２ （略） 

 （遅延損害金の割合等の特例） 

３ 当分の間、第１４条第２項に規定する遅延

損害金の年１４．６パーセントの割合及び年

７．３パーセントの割合は、この規定にかか

わらず、各年の特例基準割合（当該年の前年

に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）

第９３条第２項の規定により告示された割合

に年１パーセントの割合を加算した割合をい

う。以下この項において同じ。）が年７．３パ

ーセントの割合に満たない場合には、その年

（以下この項において「特例基準割合適用年」

という。）中においては、年１４．６パーセン

トの割合にあっては当該特例基準割合適用年

における特例基準割合に年７．３パーセント

の割合を加算した割合とし、年７．３パーセ

ントの割合にあっては当該特例基準割合に年

１パーセントの割合を加算した割合（当該加

算した割合が年７．３パーセントの割合を超

える場合には、年７．３パーセントの割合）

とする。 

（美濃加茂市認定こども園の設置及び管理に関する条例の一部改正） 
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第７条 美濃加茂市認定こども園の設置及び管理に関する条例（平成２８年美濃加

茂市条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（督促、延滞金及び遅延損害金） （督促、延滞金及び遅延損害金の徴収） 

第１９条 （略） 第１９条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 利用者は、保育料等を納期限までにその納

付すべき金額を納付しないときは、納付すべ

き金額に、その納期限の翌日から納付の日ま

での期間の日数に応じ、年１４．６パーセン

ト（納期限の翌日から１月を経過する日まで

の期間については、年７．３パーセント）の

割合を乗じて計算した金額に相当する延滞金

を加算して納付しなければならない。 

４ 利用者は、納期限までにその納付すべき金

額を納付しないときは、納付すべき金額に、そ

の納期限の翌日から納付の日までの期間の日

数に応じ、年１４．６パーセント（納期限の翌

日から１月を経過する日までの期間について

は、年７．３パーセント）の割合を乗じて計算

した金額に相当する保育料等については延滞

金を、保育所等給食費については遅延損害金

を、それぞれ加算して納付しなければならな

い。 

５ 利用者は、保育所等給食費を納期限までに

その納付すべき金額を納付しないときは、納

付すべき金額に、その納期限の翌日から納付

の日までの期間の日数に応じ、納期限の翌日

における民法（明治２９年法律第８９号）第

４０４条の規定による法定利率を乗じて計算

した金額に相当する遅延損害金を加算して納

付しなければならない。 

６ 前２項に規定する年当たりの割合は、うる

う年の日を含む期間についても、３６５日当

たりの割合とする。 

５ 前項に規定する年当たりの割合は、うるう

年を含む期間についても、３６５日当たりの

割合とする。 

７ 延滞金及び遅延損害金の額を計算する場合

においては、その計算の基礎となる納付すべ

き金額に１，０００円未満の端数があるとき、

又はその金額が２，０００円未満であるとき

は、その端数又はその全額を切り捨てる。 

６ 延滞金及び遅延損害金の額を計算する場合

においては、その計算の基礎となる納付すべ

き金額に１，０００円未満の端数があるとき

又はその金額が２，０００円未満であるとき

は、その端数又はその全額を切り捨てる。 

８ 前項の延滞金及び遅延損害金の確定金額に

１００円未満の端数があるとき、又はその全

額が１，０００円未満であるときは、その端

７ 前項の延滞金及び遅延損害金の確定金額に

１００円未満の端数があるとき又はその全額

が１，０００円未満であるときは、その端数
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数又はその全額を切り捨てる。 又はその全額を切り捨てる。 

９ 市長は、利用者が納期限までに保育料等又

は保育所等給食費を納付しなかったことにつ

いてやむを得ない事由があると認められる場

合においては、第３項の督促手数料並びに第

４項の延滞金及び第５項の遅延損害金を減額

し、又は免除することができる。 

８ 市長は、利用者が納期限までに保育料等及

び保育所等給食費を納付しなかったことにつ

いてやむを得ない事由があると認められる場

合においては、第３項の督促手数料並びに第

４項に規定する延滞金及び遅延損害金を減額

し、又は免除することができる。 

附 則 附 則 

１～３ （略） １～３ （略） 

（延滞金の割合等の特例） （延滞金及び遅延損害金の割合等の特例） 

４ 当分の間、第１９条第４項に規定する延滞

金の年１４．６パーセントの割合及び年７．

３パーセントの割合は、この規定にかかわら

ず、各年の特例基準割合（当該年の前年に租

税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第

９３条第２項の規定により告示された割合に

年１パーセントの割合を加算した割合をい

う。以下この項において同じ。）が年７．３パ

ーセントの割合に満たない場合には、その年

（以下この項において「特例基準割合適用年」

という。）中においては、年１４．６パーセン

トの割合にあっては当該特例基準割合適用年

における特例基準割合に年７．３パーセント

の割合を加算した割合とし、年７．３パーセ

ントの割合にあっては当該特例基準割合に年

１パーセントの割合を加算した割合（当該加

算した割合が年７．３パーセントの割合を超

える場合には、年７．３パーセントの割合）

とする。 

４ 当分の間、第１９条第４項に規定する延滞

金及び遅延損害金の年１４．６パーセントの

割合及び年７．３パーセントの割合は、この

規定にかかわらず、各年の特例基準割合（当

該年の前年に租税特別措置法（昭和３２年法

律第２６号）第９３条第２項の規定により告

示された割合に年１パーセントの割合を加算

した割合をいう。以下この項において同じ。）

が年７．３パーセントの割合に満たない場合

には、その年（以下この項において「特例基

準割合適用年」という。）中においては、年１

４．６パーセントの割合にあっては当該特例

基準割合適用年における特例基準割合に年

７．３パーセントの割合を加算した割合とし、

年７．３パーセントの割合にあっては当該特

例基準割合に年１パーセントの割合を加算し

た割合（当該加算した割合が年７．３パーセ

ントの割合を超える場合には、年７．３パー

セントの割合）とする。 

（美濃加茂市定住促進住宅の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第８条 美濃加茂市定住促進住宅の設置及び管理に関する条例（平成２８年美濃加

茂市条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（督促及び遅延損害金） （遅延損害金） 

第１４条 家賃を前条第２項に規定する納期限 第１４条 
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（以下「納期限」という。）までに納付しない

者があるときは、市長は、期限を指定してこ

れを督促しなければならない。 

２ 入居者は、納期限までにその納付すべき金

額を納付しないときは、納付すべき金額に、

その納期限の翌日から納付の日までの期間の

日数に応じ、納期限の翌日における民法（明

治２９年法律第８９号）第４０４条の規定に

よる法定利率を乗じて計算した金額に相当す

る遅延損害金を加算して納付しなければなら

ない。 

入居者は、前条第２項に規定する期限（以

下「納期限」という。）までにその納付すべき

金額を納付しないときは、納付すべき金額に、

その納期限の翌日から納付の日までの期間の

日数に応じ、年１４．６パーセント（納期限

の翌日から１月を経過する日までの期間につ

いては、年７．３パーセント）の割合を乗じ

て計算した金額に相当する遅延損害金を加算

して納付しなければならない。 

３ 前項に規定する年当たりの割合は、うるう

年の日を含む期間についても、３６５日当た

りの割合とする。 

２ 前項に規定する年当たりの割合は、うるう

年を含む期間についても、３６５日当たりの

割合とする。 

４ 遅延損害金の額を計算する場合において

は、その計算の基礎となる納付すべき金額に

１，０００円未満の端数があるとき、又はそ

の金額が２，０００円未満であるときは、そ

の端数又はその全額を切り捨てる。 

３ 遅延損害金の額を計算する場合において、

その計算の基礎となる納付すべき金額に１，

０００円未満の端数があるとき、又はその金

額が２，０００円未満であるときは、その端数

又はその全額を切り捨てる。 

５ （略） ４ （略） 

６ 市長は、入居者が第１項の納期限までに家

賃を納付しなかったことについてやむを得な

い事由があると認められる場合においては、

第２項の遅延損害金を減額し、又は免除する

ことができる。 

附 則 附 則 

１・２ （略） １・２ （略） 

 （遅延損害金の割合等の特例） 

３ 当分の間、第１４条第１項に規定する遅延

損害金の年１４．６パーセントの割合及び年

７．３パーセントの割合は、この規定にかか

わらず、各年の特例基準割合（当該年の前年

に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）

第９３条第２項の規定により告示された割合
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に年１パーセントの割合を加算した割合をい

う。以下この項において同じ。）が年７．３パ

ーセントの割合に満たない場合には、その年

（以下この項において「特例基準割合適用年」

という。）中においては、年１４．６パーセン

トの割合にあっては当該特例基準割合適用年

における特例基準割合に年７．３パーセント

の割合を加算した割合（当該加算した割合が

年７．３パーセントの割合を超える場合には、

年７．３パーセントの割合）とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 （水道料金に係る経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の美濃加茂市水道事業給水条例の規定（第３４条の

２第６項の規定を除く。）は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以

後に発生する水道料金から適用し、施行日前に発生した水道料金については、な

お従前の例による。 

 （市営住宅の家賃に係る経過措置） 

３ 第２条の規定による改正後の美濃加茂市営住宅の設置及び管理に関する条例の

規定は、施行日以後に発生する家賃から適用し、施行日前に発生した家賃につい

ては、なお従前の例による。 

 （放課後児童健全育成事業の保育料に係る経過措置） 

４ 第３条の規定による改正後の美濃加茂市放課後児童健全育成事業の実施に関す

る条例の規定は、施行日以後に発生する保育料から適用し、施行日前に発生した

保育料については、なお従前の例による。 

 （保育園の保育所等給食費に係る経過措置） 

５ 第４条の規定による改正後の美濃加茂市保育園の設置及び管理に関する条例の

規定は、施行日以後に発生する保育所等給食費から適用し、施行日前に発生した

保育所等給食費については、なお従前の例による。 

 （一時預かり保育料に係る経過措置） 

６ 第５条の規定による改正後の美濃加茂市乳幼児一時預かり事業の実施に関する

条例の規定は、施行日以後に発生する一時預かり保育料から適用し、施行日前に

発生した一時預かり保育料については、なお従前の例による。 

（病児保育事業の利用料に係る経過措置） 

７ 第６条の規定による改正後の美濃加茂市病児保育事業の実施に関する条例の規
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定は、施行日以後に発生する利用料から適用し、施行日前に発生した利用料につ

いては、なお従前の例による。 

（認定こども園の保育所等給食費に係る経過措置） 

８ 第７条の規定による改正後の美濃加茂市認定こども園の設置及び管理に関する

条例の規定は、施行日以後に発生する保育所等給食費から適用し、施行日前に発

生した保育所等給食費については、なお従前の例による。 

 （定住促進住宅の家賃に係る経過措置） 

９ 第８条の規定による改正後の美濃加茂市定住促進住宅の設置及び管理に関する

条例の規定（第１４条第６項の規定を除く。）は、施行日以後に発生する家賃から

適用し、施行日前に発生した家賃については、なお従前の例による。
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議第３号 

美濃加茂市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例について 

 美濃加茂市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例を下記のとおり制

定する。 

令和２年２月２６日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

記 

美濃加茂市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例

美濃加茂市固定資産評価審査委員会条例（昭和２９年美濃加茂市条例第１１号）

の一部を次のように改正する。

改正後 改正前 

（書面審理） （書面審理） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、情報通信技術

を活用した行政の推進等に関する法律（平

成１４年法律第１５１号）第６条第１項の

規定により同項に規定する電子情報処理組

織を使用して弁明がされた場合には、前項

の規定に従つて弁明書が提出されたものと

みなす。 

２ 前項の規定にかかわらず、行政手続等に

おける情報通信の技術の利用に関する法律

（平成１４年法律第１５１号）第３条第１

項の規定により同項に規定する電子情報処

理組織を使用して弁明がされた場合には、

前項の規定に従つて弁明書が提出されたも

のとみなす。 

３～５ （略） ３～５ （略） 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議第４号 

美濃加茂市監査委員条例の一部を改正する条例について 

 美濃加茂市監査委員条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

令和２年２月２６日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

記 

美濃加茂市監査委員条例の一部を改正する条例 

美濃加茂市監査委員条例（昭和３９年美濃加茂市条例第８号）の一部を次のよう

に改正する。 

改正後 改正前 

（請求又は要求による監査） （請求又は要求による監査） 

第３条 監査委員は、法第７５条第１項、第９

８条第２項、第２４２条第１項又は第２４３

条の２の２第３項（地方公営企業法（昭和２

７年法律第２９２号。以下「公企法」という。）

第３４条の規定により準用する場合を含

む。）の規定による監査の請求又は法第１９

９条第６項若しくは第７項、第２３５条の２

第２項又は公企法第２７条の２第１項の規

定による監査の要求があつたときは、当該監

査の請求又は要求を受理した日から７日以

内に監査に着手しなければならない。ただ

し、やむを得ない事情があると認められると

きは、この限りでない。 

第３条 監査委員は、法第７５条第１項、第９

８条第２項、第２４２条第１項又は第２４３

条の２第３項（地方公営企業法（昭和２７年

法律第２９２号。以下「公企法」という。）

第３４条の規定により準用する場合を含

む。）の規定による監査の請求又は法第１９

９条第６項若しくは第７項、第２３５条の２

第２項又は公企法第２７条の２第１項の規

定による監査の要求があつたときは、当該監

査の請求又は要求を受理した日から７日以

内に監査に着手しなければならない。ただ

し、やむを得ない事情があると認められると

きは、この限りでない。 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第５号 

美濃加茂市総合運動場条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市総合運動場条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

令和２年２月２６日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

記 

美濃加茂市総合運動場条例の一部を改正する条例 

 美濃加茂市総合運動場条例（昭和４２年美濃加茂市条例第９号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改正後 改正前 

（使用料） （使用料） 

別表（第５条関係）  

【別表（改正後）】 

別表（第５条関係） 

【別表（改正前）】 

【別表（改正前）】 

区分 金額 

（略） １８：００～２１：００ 

美濃加茂市東総合運動

場（以下「東総合運動場」

という。） 

グラウンド （略） １，２００円（５月から１０月まで

の間の使用に限る。） 

テニスコート

（１面につき）

（略） 

美濃加茂市西総合運動

場（以下「西総合運動場」

という。） 

グラウンド （略） １，２００円（５月から１０月まで

の間の使用に限る。） 

多目的広場 （略） 

美濃加茂市前平総合運

動場（以下「前平総合運

動場」という。） 

グラウンド （略） １，２００円（５月から１０月まで

の間の使用に限る。） 

テニスコート

（１面につき）

（略） 

美濃加茂市下米田グラ

ウンド（以下「下米田グ

ラウンド」という。） 

グラウンド （略） １，２００円（５月から１０月まで

の間の使用に限る。） 
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（略） 

【別表（改正後）】 

区分 金額 

（略） １８：００～２１：００ 

美濃加茂市東総合運動

場（以下「東総合運動場」

という。） 

グラウンド （略） １，２００円 

テニスコート

（１面につき）

（略） 

美濃加茂市西総合運動

場（以下「西総合運動場」

という。） 

グラウンド （略） １，２００円 

多目的広場 （略） 

美濃加茂市前平総合運

動場（以下「前平総合運

動場」という。） 

グラウンド （略） １，２００円（４月から１０月まで

の間の使用に限る。） 

テニスコート

（１面につき）

（略） 

美濃加茂市下米田グラ

ウンド（以下「下米田グ

ラウンド」という。） 

グラウンド （略） １，２００円 

（略） 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第６号 

美濃加茂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一

部を改正する条例について

美濃加茂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正す

る条例を下記のとおり制定する。

  令和２年２月２６日提出

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一  

記

美濃加茂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改

正する条例

美濃加茂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和４２年美

濃加茂市条例第１０号）の一部を次のように改正する。

改正後 改正前 

別表（第２条、第５条関係） 

【別表（改正後）】 

別表（第２条、第５条関係） 

【別表（改正前）】 

【別表（改正前）】

区分 根拠とな

る法律、

条例等 

報酬の額 費用弁

償 

（略） 

保健衛生事業に伴う医師等 （略）  （略）

就学時健診   

医師・歯科医師  時間額 １３，０００円（１

人当たり１６７円を加算す

る。） 

看護師・歯科衛生士  （略） 

校医手当（医師・歯科医師）

３００人以下の小中学校  （略） 

３０１人以上５００人以

下の小中学校 

 （略）
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５０１人以上の小中学校  （略）

校医手当（薬剤師）  （略）

校医手当（眼科医）  時間額  １３，０００円（健

診時においては、１人当た

り１６７円を加算する。） 

（略） 

【別表（改正後）】

区分 根拠とな

る法律、

条例等 

報酬の額 費用弁

償 

（略） 

保健衛生事業に伴う医師等 （略）  （略）

就学時健診   

医師・歯科医師  時間額 １３，０００円（１

人当たり１６８円を加算す

る。） 

看護師・歯科衛生士  （略） 

校医手当（医師・歯科医師）

３００人以下の小中学校  （略） 

３０１人以上５００人

以下の小中学校 

 （略）

５０１人以上の小中学校  （略）

校医手当（薬剤師）  （略）

校医手当（眼科医）  時間額  １３，０００円（健

診時においては、１人当た

り１６８円を加算する。） 

（略） 

附 則

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。
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議第７号 

美濃加茂市印鑑条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市印鑑条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

令和２年２月２６日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一 

記 

美濃加茂市印鑑条例の一部を改正する条例 

美濃加茂市印鑑条例（昭和５０年美濃加茂市条例第２号）の一部を次のように改

正する。 

改正後 改正前 

（登録資格） （登録資格） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる者に

ついては、印鑑の登録を受けることができな

い。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる者に

ついては、印鑑の登録を受けることができな

い。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 意思能力を有しない者（前号に掲げる者

を除く。） 

(2) 成年被後見人 

（登録をすることができない印鑑） （登録をすることができない印鑑） 

第５条 （略） 第５条 （略） 

２ 市長は、前項第１号及び第２号の規定にか

かわらず、外国人住民（法第３０条の４５に

規定する外国人住民をいう。以下同じ。）の

うち非漢字圏の外国人住民が住民票の備考

欄に記載（法第６条第３項の規定により磁気

ディスク（これに準ずる方法により一定の事

項を確実に記録しておくことができる物を

含む。以下同じ。）をもつて調整する住民票

にあつては、記録。以下同じ。）がされている

２ 市長は、前項第１号及び第２号の規定にか

かわらず、外国人住民（法第３０条の４５に

規定する外国人住民をいう。以下同じ。）の

うち非漢字圏の外国人住民が住民票の備考

欄に記録されている氏名の片仮名表記又は

その一部を組み合わせたもので表されてい

る印鑑により登録を受けようとする場合に

は、当該印鑑を登録することができる。 
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氏名の片仮名表記又はその一部を組み合わ

せたもので表されている印鑑により登録を

受けようとする場合には、当該印鑑を登録す

ることができる。 

（印鑑登録原票） （印鑑登録原票） 

第６条 市長は、第４条第１項の規定による印

鑑登録原票に印影のほか、当該登録申請者に

係る次に掲げる事項を登録するものとする。

第６条 市長は、第４条第１項の規定による印

鑑登録原票に印影のほか、当該登録申請者に

係る次に掲げる事項を登録するものとする。

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 氏名(氏に変更があつた者に係る住民票

に旧氏の記載がされている場合にあつて

は氏名及び当該旧氏、外国人住民に係る住

民票に通称の記載がされている場合にあ

つては氏名及び当該通称） 

(3) 氏名（氏に変更があつた者に係る住民票

に旧氏の記載（法第６条第３項の規定によ

り磁気ディスク（これに準ずる方法により

一定の事項を確実に記録しておくことが

できる物を含む。以下同じ。）をもつて調

整する住民票にあつては、記録。以下同

じ。）がされている場合にあつては氏名及

び当該旧氏、外国人住民に係る住民票に通

称の記載がされている場合にあつては氏

名及び当該通称） 

(4)・(5) （略） (4)・(5) （略） 

(6) 外国人住民のうち非漢字圏の外国人住

民が住民票の備考欄に記載がされている

氏名の片仮名表記又はその一部を組み合

わせたもので表されている印鑑により登

録を受ける場合にあつては、当該氏名の片

仮名表記 

(6) 外国人住民のうち非漢字圏の外国人住

民が住民票の備考欄に記録されている氏

名の片仮名表記又はその一部を組み合わ

せたもので表されている印鑑により登録

を受ける場合にあつては、当該氏名の片仮

名表記 

(7) （略） (7) （略） 

２ （略） ２ （略） 

（印鑑登録証明書の申請） （印鑑登録証明書の申請） 

第１０条 （略） 第１０条 （略） 

２ 前項の申請は、印鑑登録証を添えて書面で

しなければならない。ただし、印鑑の登録を

受けている者が自ら申請した場合であつて、

市長が第４条第３項第１号の文書の提示を

２ 前項の申請は、印鑑登録証を添えて書面で

しなければならない。 

- 24 -



求めて、当該申請者が印鑑登録者本人である

こと及び当該申請が本人の意思であること

を確認したときは、印鑑登録証の添付を省略

することができる。 

３ （略） ３ （略） 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第８号 

美濃加茂市体育館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

について 

美濃加茂市体育館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を下記のと

おり制定する。 

令和２年２月２６日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一 

記 

美濃加茂市体育館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

美濃加茂市体育館の設置及び管理に関する条例（昭和５８年美濃加茂市条例第２

号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

別表（第１０条関係） 別表（第１０条関係） 

１ プラザちゅうたい １ プラザちゅうたい 

(1) アマチュアスポーツに使用する場合 (1) アマチュアスポーツに使用する場合 

◎ 専用使用（１区分につき） 

（略） 

◎ 専用使用（１区分につき） 

（略） 

◎ その他（１人につき） ◎ その他（１人につき） 

区分 使用単位 使用料金 

（略） 

弓道 （略） 

区分 使用単位 使用料金 

（略） 

弓道 （略） 

トレーニング

ルーム 

１回 ２００円

回数券（１１回

分） 

２，０００円

(2)～(5) （略） (2)～(5) （略） 

２ 美濃加茂市西体育館 ２ 美濃加茂市西体育館 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 
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附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 市長は、この条例による改正前の美濃加茂市体育館の設置及び管理に関する条

例の規定により発行されたトレーニングルーム回数券（以下「回数券」という。）

のうち未使用の回数券を所持している者から当該未使用の回数券に係る使用料金

の還付請求を受けた場合は、令和２年４月１日から令和７年３月３１日までの間

に限り、当該未使用の回数券に係る使用料金相当額を還付するものとする。 
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議第９号

美濃加茂市営住宅の設置及び管理に関する条例及び美濃加茂市定住促 

進住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市営住宅の設置及び管理に関する条例及び美濃加茂市定住促進住宅の設

置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。

令和２年２月２６日提出

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一  

記

美濃加茂市営住宅の設置及び管理に関する条例及び美濃加茂市定住促進住宅

の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

（美濃加茂市営住宅の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第１条 美濃加茂市営住宅の設置及び管理に関する条例（平成９年美濃加茂市条例

第１６号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（住宅入居の手続） （住宅入居の手続） 

第１１条 市営住宅の入居決定者は、決定のあ

った日から１０日以内に、次に掲げる手続を

しなければならない。 

第１１条 市営住宅の入居決定者は、決定のあ

った日から１０日以内に、次に掲げる手続を

しなければならない。 

(1) 入居決定者と同程度以上の収入を有す

る者で、市長が適当と認める連帯保証人１

人の連署する契約書を提出すること。 

(1) 入居決定者と同程度以上の収入を有す

る者で、市長が適当と認める連帯保証人２

人の連署する契約書を提出すること。 

(2) （略） (2) （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１項第１号の規定にかかわらず、市長

は、特別の事情があると認めたときは、契約

書に連帯保証人の連署を免除することがで

きる。 

３ 市長は、特別の事情があると認める者に対

しては、第１項第１号の規定による契約書に

連帯保証人２人の連署を必要としないこと

とすることができる。 

４ （略） ４ （略） 

５ 市長は、市営住宅の入居決定者が第１項の ５ 市長は、市営住宅の入居決定者が第１項又
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手続をしたときは、当該入居決定者に対して

速やかに市営住宅の入居可能日を通知しな

ければならない。 

は第２項の手続をしたときは、当該入居決定

者に対して速やかに市営住宅の入居可能日

を通知しなければならない。 

６ （略） ６ （略） 

（連帯保証人の責務） 

第１１条の２ 連帯保証人は、入居者がこの条

例及びこの条例に基づく規則に定める義務

を履行しないときは、直ちに入居者に代わっ

てその義務を履行しなければならない。ただ

し、連帯保証人の負担する債務の極度額は、

入居当初家賃の２４月分とする。 

（美濃加茂市定住促進住宅の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第２条 美濃加茂市定住促進住宅の設置及び管理に関する条例（平成２８年美濃加

茂市条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（入居の手続） （入居の手続） 

第８条 入居決定者は、決定のあった日から１

０日以内に、次に掲げる手続をしなければな

らない。 

第８条 入居決定者は、決定のあった日から１

０日以内に、次に掲げる手続をしなければな

らない。 

(1) 入居決定者と同程度以上の収入を有す

る者で、市長が適当と認める連帯保証人１

人の連署する契約書を提出すること。 

(1) 入居決定者と同程度以上の収入を有す

る者で、市長が適当と認める連帯保証人２

人の連署する契約書を提出すること。ただ

し、市長が特別の事情があると認める場合

は連帯保証人を１人とすることができる。

(2) （略） (2) （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 市長は、入居決定者が前２項に規定する期

間内に第１項の手続をしないときは、住宅の

入居の決定を取り消すことができる。 

３ 市長は、入居決定者が前２項に規定する期

間内に第１項各号の手続をしないときは、住

宅の入居の決定を取り消すことができる。 

４ 市長は、入居決定者が第１項の手続をした

ときは、当該入居決定者に対して速やかに住

宅の入居可能日を通知しなければならない。

４ 市長は、入居決定者が第１項各号の手続を

したときは、当該入居決定者に対して速やか

に住宅の入居可能日を通知しなければなら

ない。 

５ （略） ５ （略） 
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（連帯保証人の責務） 

第８条の２ 連帯保証人は、入居者がこの条

例及びこの条例に基づく規則に定める義務

を履行しないときは、直ちに入居者に代わ

ってその義務を履行しなければならない。

ただし、連帯保証人の負担する債務の極度

額は、入居当初家賃の２４月分とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（市営住宅に係る経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の美濃加茂市営住宅の設置及び管理に関する条例の

規定は、この条例の施行の日以後に締結した契約について適用し、同日前に締結

した契約については、なお従前の例による。 

（定住促進住宅に係る経過措置） 

３ 第２条の規定による改正後の美濃加茂市定住促進住宅の設置及び管理に関する

条例の規定は、この条例の施行の日以後に締結した契約について適用し、同日前

に締結した契約については、なお従前の例による。 
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議第１０号 

美濃加茂市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

 美濃加茂市国民健康保険条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

令和２年２月２６日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

記 

美濃加茂市国民健康保険条例の一部を改正する条例

美濃加茂市国民健康保険条例（平成１２年美濃加茂市条例第９号）の一部を次の

ように改正する。

改正後 改正前 

（一般被保険者に係る基礎賦課総額） （一般被保険者に係る基礎賦課総額） 

第１１条 保険料の賦課額のうち一般被保険

者（法附則第７条第１項に規定する退職被保

険者等（以下「退職被保険者等」という。）

以外の被保険者をいう。以下同じ。）に係る

基礎賦課額（第３２条の規定により基礎賦課

額を減額するものとした場合にあっては、そ

の減額することになる額を含む。）の総額（以

下「基礎賦課総額」という。）は、第１号に

掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の

見込額を控除した額を基準として算定した

額とする。 

第１１条 保険料の賦課額のうち一般被保険

者（法附則第７条第１項に規定する退職被保

険者等（以下「退職被保険者等」という。）

以外の被保険者をいう。以下同じ。）に係る

基礎賦課額（第３２条の規定により基礎賦課

額を減額するものとした場合にあっては、そ

の減額することになる額を含む。）の総額（以

下「基礎賦課総額」という。）は、第１号に

掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の

見込額を控除した額を基準として算定した

額とする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算

額 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算

額 

イ （略） イ （略） 

ロ 法附則第２２条の規定により読み替

えられた法第７５条の規定により交付

を受ける補助金（国民健康保険事業費納

ロ 法附則第２２条の規定により読み替

えられた第７５条の規定により交付を

受ける補助金（国民健康保険事業費納付
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付金の納付に要する費用（岐阜県の国民

健康保険に関する特別会計において負

担する後期高齢者支援金等、病床転換支

援金等及び介護納付金の納付に要する

費用に充てる部分に限る。以下このロに

おいて同じ。）に係るものを除く。）及

び同条の規定により貸し付けられる貸

付金（国民健康保険事業費納付金の納付

に要する費用に係るものを除く。）の額

金の納付に要する費用（岐阜県の国民健

康保険に関する特別会計において負担

する後期高齢者支援金等、病床転換支援

金等及び介護納付金の納付に要する費

用に充てる部分に限る。以下このロにお

いて同じ。）に係るものを除く。）及び

同条の規定により貸し付けられる貸付

金（国民健康保険事業費納付金の納付に

要する費用に係るものを除く。）の額 

ハ・ニ （略） ハ・ニ （略） 

（一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料

率） 

（一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料

率） 

第１５条 一般被保険者に係る基礎賦課額の

保険料率は、次のとおりとする。 

第１５条 一般被保険者に係る基礎賦課額の

保険料率は、次のとおりとする。 

(1) 所得割 基礎賦課総額の１００分の５

０に相当する額を基礎控除後の総所得金

額等（国民健康保険法施行令第２９条の７

第２項第４号ただし書に規定する場合に

あっては、国民健康保険法施行規則（昭和

３３年厚生省令第５３号）第３２条の９に

規定する方法により補正された後の金額

とする。）の総額で除して得た数 

(1) 所得割 基礎賦課総額の１００分の５

０に相当する額を基礎控除後の総所得金

額等（国民健康保険法施行令第２９条の７

第２項第４号ただし書に規定する場合に

あっては、国民健康保険法施行規則（昭和

３３年省令第５３号）第３２条の９に規定

する方法により補正された後の金額とす

る。）の総額で除して得た数 

(2)・(3) （略） (2)・(3) （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（基礎賦課限度額） （基礎賦課限度額） 

第２０条 第１２条又は第１６条の基礎賦課

額（一般被保険者と退職被保険者等が同一の

世帯に属する場合には、第１２条の基礎賦課

額と第１６条の基礎賦課額との合算額をい

う。第２９条及び第３２条第１項において同

じ。）は、６３万円を超えることができない。

第２０条 第１２条又は第１６条の基礎賦課

額（一般被保険者と退職被保険者等が同一の

世帯に属する場合には、第１２条の基礎賦課

額と第１６条の基礎賦課額との合算額をい

う。第２９条及び第３２条第１項において同

じ。）は、６１万円を超えることができない。

（介護納付金賦課限度額） （介護納付金賦課限度額） 

第２６条 第２２条の賦課額は、１７万円を超

えることができない。 

第２６条 第２２条の賦課額は、１６万円を超

えることができない。 
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（保険料の減額） （保険料の減額） 

第３２条 次の各号に該当する納付義務者に

対して課する保険料の賦課額のうち基礎賦

課額は、第１２条又は第１６条の基礎賦課額

から、それぞれ、当該各号に定める額を減額

して得た額（当該減額して得た額が６３万円

を超える場合には、６３万円）とする。 

第３２条 次の各号に該当する納付義務者に

対して課する保険料の賦課額のうち基礎賦

課額は、第１２条又は第１６条の基礎賦課額

から、それぞれ、当該各号に定める額を減額

して得た額（当該減額して得た額が６１万円

を超える場合には、６１万円）とする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 前号に規定する総所得金額及び山林所

得金額並びに他の所得と区分して計算さ

れる所得の金額の合算額が、地方税法第３

１４条の２第２項に掲げる金額に、２８万

５千円に当該年度の保険料賦課期日（賦課

期日後に保険料の納付義務が発生した場

合には、その発生した日とする。）現在に

おいて当該世帯に属する被保険者の数と

特定同一世帯所属者の数の合計数を乗じ

て得た額を加算した金額を超えない世帯

に係る保険料の納付義務者であって前号

に該当する者以外のもの 

(2) 前号に規定する総所得金額及び山林所

得金額並びに他の所得と区分して計算さ

れる所得の金額の合算額が、地方税法第３

１４条の２第２項に掲げる金額に、２８万

円に当該年度の保険料賦課期日（賦課期日

後に保険料の納付義務が発生した場合に

は、その発生した日とする。）現在におい

て当該世帯に属する被保険者の数と特定

同一世帯所属者の数の合計数を乗じて得

た額を加算した金額を超えない世帯に係

る保険料の納付義務者であって前号に該

当する者以外のもの 

イに掲げる額に当該世帯に属する被保

険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被

保険者均等割額の算定の対象とされるも

のの数を乗じて得た額とロに掲げる額と

を合算した額 

イに掲げる額に当該世帯に属する被保

険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被

保険者均等割額の算定の対象とされるも

のの数を乗じて得た額とロに掲げる額と

を合算した額 

イ・ロ （略） イ・ロ （略） 

(3) 第１号に規定する総所得金額及び山林

所得金額並びに他の所得と区分して計算

される所得の金額の合計額が、地方税法第

３１４条の２第２項に掲げる金額に、５２

万円に当該年度の賦課期日（賦課期日後に

保険料の納付義務が発生した場合には、そ

の発生した日とする。）現在において当該

世帯の属する被保険者の数と特定同一世

帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を

(3) 第１号に規定する総所得金額及び山林

所得金額並びに他の所得と区分して計算

される所得の金額の合計額が、地方税法第

３１４条の２第２項に掲げる金額に、５１

万円に当該年度の賦課期日（賦課期日後に

保険料の納付義務が発生した場合には、そ

の発生した日とする。）現在において当該

世帯の属する被保険者の数と特定同一世

帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を
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加算した金額を超えない世帯に係る保険

料の納付義務者であって前各号に該当す

る者以外のもの 

加算した金額を超えない世帯に係る保険

料の納付義務者であって前各号に該当す

る者以外のもの 

イに掲げる額に当該世帯に属する被保

険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被

保険者均等割額の算定の対象とされるも

のの数を乗じて得た額とロに掲げる額と

を合算した額 

イに掲げる額に当該世帯に属する被保

険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被

保険者均等割額の算定の対象とされるも

のの数を乗じて得た額とロに掲げる額と

を合算した額 

イ・ロ （略） イ・ロ （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

額の減額について準用する。この場合におい

て、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後

期高齢者支援金等賦課額」と、「第１２条又

は第１６条」とあるのは「第２０条の３又は

第２０条の７」と、「６３万円」とあるのは

「１９万円」と、前項中「第１５条」とある

のは「第２０条の６」と読み替えるものとす

る。 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

額の減額について準用する。この場合におい

て、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後

期高齢者支援金等賦課額」と、「第１２条又

は第１６条」とあるのは「第２０条の３又は

第２０条の７」と、「６１万円」とあるのは

「１９万円」と、第２項中「第１５条」とあ

るのは「第２０条の６」と読み替えるものと

する。 

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金賦

課額の減額について準用する。この場合にお

いて、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「介

護納付金賦課額」と、「第１２条又は第１６

条」とあるのは「第２２条」と、「６３万円」

とあるのは「１７万円」と、前項中「第１５

条」とあるのは「第２５条」と読み替えるも

のとする。 

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金賦

課額の減額について準用する。この場合にお

いて、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「介

護納付金賦課額」と、「第１２条又は第１６

条」とあるのは「第２２条」と、「６１万円」

とあるのは「１６万円」と、前項中「第１５

条」とあるのは「第２５条」と読み替えるも

のとする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の美濃加茂市国民健康保険条例の規定は、令和２年度以

降の年度分の保険料について適用し、令和元年度分までの保険料については、な

お従前の例による。 

- 34 -



議第１１号

美濃加茂市特定用途制限地域における建築物等の用途の制限に関する 

条例の一部を改正する条例について

美濃加茂市特定用途制限地域における建築物等の用途の制限に関する条例の一部

を改正する条例を下記のとおり制定する。

令和２年２月２６日提出

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一  

記

美濃加茂市特定用途制限地域における建築物等の用途の制限に関する条例の

一部を改正する条例 

美濃加茂市特定用途制限地域における建築物等の用途の制限に関する条例（平成

１７年美濃加茂市条例第４号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

美濃加茂市特定用途制限地域における

建築物の用途の制限に関する条例 

（目的） 

美濃加茂市特定用途制限地域における

建築物等の用途の制限に関する条例 

（目的） 

第１条 この条例は、建築基準法（昭和２５年

法律第２０１号。以下「法」という。）第４

９条の２の規定に基づき、特定用途制限地域

内における建築物の用途を制限することに

より、合理的な土地利用を図るとともに、良

好な環境の形成又は保持に資することを目

的とする。 

第１条 この条例は、建築基準法（昭和２５年

法律第２０１号。以下「法」という。）第４

９条の２（法第８８条第２項において準用す

る場合を含む。）の規定に基づき、特定用途

制限地域内における建築物及び工作物の用

途を制限することにより、合理的な土地利用

を図るとともに、良好な環境の形成又は保持

に資することを目的とする。 

（特定用途制限地域） （特定用途制限地域） 

第３条 この条例は、都市計画法（昭和４３年

法律第１００号）第２０条第１項（同法第２

１条第２項において準用する場合を含む。）

の規定による特定用途制限地域の決定又は

変更に係る美濃加茂市の告示に定める特定

第３条 この条例は、都市計画法（昭和４３年

法律第１００号）第２０条第１項（同法第２

１条第２項において準用する場合を含む。）

の規定による特定用途制限地域の決定又は

変更に係る美濃加茂市の告示に定める特定
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用途制限地域内の建築物について適用する。 用途制限地域内の建築物又は工作物につい

て適用する。 

（建築物の用途の制限） （建築物の用途の制限） 

第４条 前条の特定用途制限地域内において

は、別表に掲げる建築物は、建築してはなら

ない。 

第４条 前条の特定用途制限地域内において

は、別表第１に掲げる建築物は、建築しては

ならない。 

（既存の建築物に対する制限の緩和） 

第６条 法第３条第２項の規定により第４条

の規定の適用を受けない建築物について、次

の範囲内において増築又は改築をする場合

においては、法第３条第３項第３号及び第４

号の規定にかかわらず、第４条の規定は、適

用しない。 

（既存の建築物に対する制限の緩和） 

第６条 法第３条第２項の規定により第４条

の規定の適用を受けない建築物について、次

の範囲内において増築又は改築をする場合

においては、法第３条第３項第３号及び第４

号の規定にかかわらず、第４条の規定は、適

用しない。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略）

 (4) 第４条の規定に適合しない事由が原動

機の出力、機械の台数又は容器等の容量に

よる場合においては、増築後のそれらの出

力、台数又は容量の合計は、基準時におけ

るそれらの出力、台数又は容量の合計の

１．２倍を超えないこと。 

（類似用途の指定） （類似用途の指定） 

第７条 法第８７条第３項の規定により第４

条の規定の準用を受けない用途相互間の類

似の用途の変更において、政令第１３７条の

１９第３項の規定により条例で定めること

のできる類似の用途の範囲は、次の各号のそ

れぞれに掲げる各用途につき当該各号に掲

げる他の用途とする。 

第７条 法第８７条第３項の規定により第４

条の規定の準用を受けない用途相互間の類

似の用途の変更において、政令第１３７条の

１９第３項の規定により条例で定めること

のできる類似の用途の範囲は、次の各号のそ

れぞれに掲げる各用途につき当該各号に掲

げる他の用途とする。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

 (6) 法別表第２（と）項第３号に掲げる建築

物 

(6) （略） (7) （略） 

 (8) 法別表第２（ぬ）項第３号に掲げる建築

物 
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 (9) 法別表第２（る）項第１号に掲げる建築

物 

（公益上必要な建築物の特例） （公益上必要な建築物等の特例） 

第９条 （略） 第９条 （略） 

２ 市長は、前項の規定による許可（以下「特

例許可」という。）をする場合においては、

あらかじめ、特例許可に利害関係を有する者

の出頭を求めて公開により意見を聴取する

とともに、美濃加茂市特定用途制限地域建築

審議会（次条第１項を除き、以下「建築審議

会」という。）の同意を得なければならない。

ただし、特例許可を受けた建築物の増築、改

築又は移転の許可が、次の要件に該当すると

きは、この限りでない。 

２ 市長は、前項の規定による許可（以下「特

例許可」という。）をする場合においては、

あらかじめ、特例許可に利害関係を有する者

の出頭を求めて公開により意見を聴取する

とともに、美濃加茂市特定用途制限地域建築

審議会（次条第１項を除き、以下「建築審議

会」という。）の同意を得なければならない。

ただし、特例許可を受けた建築物の増築、改

築又は移転の許可が、次の要件に該当すると

きは、この限りでない。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

 (3) 第４条の規定に適合しない事由が原動

機の出力、機械の台数又は容器等の容量に

よる場合においては、増築、改築又は移転

後のそれらの出力、台数又は容量の合計

が、特例許可を受けた際におけるそれらの

出力、台数又は容量の合計を超えないと

き。 

（建築審議会） （建築審議会） 

第１０条 前条第２項の特例許可に関する同

意について審議をするため、美濃加茂市特定

用途制限地域建築審議会を置く。 

２・３ （略） 

４ 委員の任期は、審議事項の諮問を受けてか

ら答申を行うまでとする。ただし、委員が欠

けた場合における補欠の委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

第１０条 美濃加茂市特定用途制限地域建築

審議会は、前条第２項の特例許可に関する同

意について審議する。 

２・３ （略） 

４ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員

が欠けた場合における補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

５ （略） ５ （略） 

 （工作物への準用） 

第１１条 別表第２に掲げる工作物（土木事業
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その他の事業に一時的に使用するためにそ

の事業中臨時にあるもの及び同表に掲げる

工作物で建築物の敷地（法第３条第２項の規

定により第４条の規定の適用を受けない建

築物については、第５条に規定する基準時に

おける敷地をいう。）と同一の敷地内にある

ものを除く。）については、第４条から第９

条までの規定を準用する。この場合におい

て、第６条第２号及び第３号並びに第９条第

２項第２号中「床面積の合計」とあるのは「築

造面積」と読み替えるものとする。 

（特例許可の条件） （特例許可の条件） 

第１１条 （略） 第１２条 （略） 

（特例許可に関する消防長等の同意） （特例許可に関する消防長等の同意） 

第１２条 （略） 第１３条 （略） 

（委任） （委任） 

第１３条 （略） 第１４条 （略） 

（罰則） （罰則） 

第１４条 次の各号のいずれかに該当する者

は、２０万円以下の罰金に処する。 

第１５条 次の各号の一に該当する者は、２０

万円以下の罰金に処する。 

(1) 第４条の規定に違反した場合における

当該建築物の建築主 

(1) 第４条（第１１条において準用する場合

を含む。）の規定に違反した場合における

当該建築物又は工作物の建築主又は築造

主 

(2) 第７条において準用する第４条の規定

に違反した場合における当該建築物の所

有者、管理者又は占有者 

(2) 第７条において準用する第４条（第１１

条において準用する場合を含む。）の規定

に違反した場合における当該建築物又は

工作物の所有者、管理者又は占有者 

２ （略） ２ （略） 

別表（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

第４条の規定により建築してはならない

建築物 

第４条の規定により建築してはならない

建築物 

１ 法別表第２（に）項第３号、第４号、第６ １ 法別表第２（に）項第３号、第４号及び第
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号及び第７号に掲げる建築物 

２ （略） 

３ 法別表第２（へ）項第３号に掲げる建築物

４ 法別表第２（り）項第２号及び第３号に掲

げる建築物 

６号から第８号までに掲げる建築物 

２ （略） 

３ 法別表第２（へ）項第３号及び第５号に掲

げる建築物 

４ 法別表第２（と）項第２号から第４号まで

に掲げる建築物 

５ 法別表第２（り）項第２号及び第３号に掲

げる建築物 

６ 法別表第２（ぬ）項第３号及び第４号に掲

げる建築物 

７ 法別表第２（る）項第１号及び第２号に掲

げる建築物 

 別表第２（第１１条関係） 

第１１条の規定により建築してはならな

い工作物 

１ 法別表第２（ぬ）項第３号（１３）又は（１

３の２）の用途に供する工作物 

２ 法別表第２（る）項第１号（２１）の用途

に供する工作物 

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第１２号 

美濃加茂市民の歯と口腔の健康づくり条例の一部を改正する条例につ 

いて 

美濃加茂市民の歯と口腔の健康づくり条例の一部を改正する条例を下記のとおり

制定する。 

令和２年２月２６日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

記 

   美濃加茂市民の歯と口腔の健康づくり条例の一部を改正する条例 

美濃加茂市民の歯と口腔の健康づくり条例（平成２４年美濃加茂市条例第３２号）

の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、歯と口腔の健康づくり

が、市民の質の高い生活を確保するととも

に、市民の心身の健康の保持及び増進並びに

健康寿命（健康上の問題で日常生活が制限さ

れることなく生活できる期間をいう。以下こ

の条において同じ。）の延伸に重要な役割を

果たしていることに鑑み、歯科口腔保健の推

進に関する法律（平成２３年法律第９５号）

第３条第２項の規定にのっとり、市民の歯と

口腔の健康づくり推進に関する基本方針を

定め、市等の責務及び市民、歯科医療等業務

従事者等の役割を明らかにするとともに、市

の施策の基本的な事項を定めることにより、

生涯を通じた歯と口腔の健康づくりに関す

る施策を総合的かつ計画的に推進し、もって

市民の生涯にわたる健康の保持及び増進並

びに健康寿命の延伸に寄与することを目的

第１条 この条例は、歯科口腔保健の推進に関

する法律（平成２３年法律第９５号）第３条

第２項の規定にのっとり、市民の歯と口腔
くう

の

健康づくり推進に関する基本方針を定め、市

等の責務を明らかにするとともに、市の施策

の基本的な事項を定めることにより、生涯を

通じた歯と口腔の健康づくりに関する施策

を総合的かつ計画的に推進し、もって市民の

生涯にわたる健康の保持及び増進に寄与す

ることを目的とする。 

- 40 -



とする。 

（定義） （定義） 

第２条 この条例における次の各号に掲げる

用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

第２条 この条例における次の各号に掲げる

用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(1) （略） (1)  (略)  

(2) 歯科医療等業務従事者 歯科医師、歯科

衛生士、歯科技工士その他歯科医療又は歯

科保健に係る業務に従事する者をいう。 

(2) 歯科医師等 歯科医師、歯科衛生士、歯

科技工士その他歯科医療又は保健指導に

係る業務に従事する者をいう。 

(3) かかりつけ歯科医 市民の歯と口腔の

健康づくりを日常的に把握し、歯及び口腔

の健康相談、治療等に対応する歯科医師を

いう。 

(4) 教育関係者 教育に関する職務に従事

する者であって、歯と口腔の健康づくりに

関わるものをいう。 

(5) 保健医療関係者 保健医療に関する職

務に従事する者であって、歯と口腔の健康

づくりに関わるものをいう。 

(6) 福祉関係者 社会福祉に関する職務に

従事する者であって、歯と口腔の健康づく

りに関わるものをいう。 

(7) 医療保険者 介護保険法（平成９年法律

第１２３号）第７条第７項に規定する医療

保険者をいう。 

(8) 口腔保健医療サービス 歯と口腔の健

康づくりのために歯科医療等業務従事者

が提供するサービスをいう。 

(3) 口腔保健医療サービス 歯と口腔の康

づくりのために歯科医師等が提供するサ

ービスをいう。 

(9) 口腔ケア 口腔内を清潔に保つことを

目的とした清掃中心のケア並びに口から

食べることを目的とした訓練及び指導を

中心としたケアをいう。 

(10) ８０２０運動 岐阜県民の歯・口腔の

健康づくり条例（平成２２年岐阜県条例第

(4) ８０２０
はちまるにいまる

運動 岐阜県民の歯・口腔の健

康づくり条例（平成２２年岐阜県条例第３
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３１号）第２条第７号に規定する８０２０

運動をいう。 

１号）第１０条第１項第６号に規定する運

動をいう。 

（基本方針） （基本方針） 

第３条 歯と口腔の健康づくりは、市民自らが

歯及び口腔の健康づくりに取り組むことを

促進するとともに、全ての市民が生涯を通じ

て必要な口腔保健医療サービスを受けるこ

とができる環境整備を推進することを基本

方針とする。 

第３条 歯と口腔の健康づくりは、歯及び口腔

の健康が生涯にわたる健康の保持及び増進

に欠くことのできないものであって、その推

進が子どもの健やかな成長、様々な生活習慣

病の予防、寝たきり防止等に重要な役割を果

たすことに鑑み、市民自らが歯及び口腔の健

康づくりに取り組むことを促進するととも

に、生涯を通じて必要な口腔保健医療サービ

スを受けることができる環境整備を推進す

ることを基本方針とする。 

（市の責務） （市の責務） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

２ 市は、市民、歯科医療等業務従事者、教育

関係者、保健医療関係者、福祉関係者、事業

者及び医療保険者の行う歯と口腔の健康づ

くりに関する取組が効果的に推進されるよ

う、必要な対策を講ずるものとする。 

（市民の責務） （市民の責務） 

第５条 市民は、基本方針にのっとり、自ら歯

と口腔の健康づくりに関する知識及び理解

を深め、日常生活における適切な口腔ケア等

により、歯科疾患を予防するよう努めるもの

とする。 

第５条 市民は、自ら歯と口腔の健康づくりに

関する知識及び理解を深め、歯科疾患を予防

するとともに定期的に歯科健診又は歯科医

療を受け、生涯にわたって歯と口腔の健康づ

くりに取り組むよう努めるものとする。 

２ 市民は、基本方針にのっとり、かかりつけ

歯科医による指導及び定期的な歯科健診又

は歯科医療を受けることにより、生涯にわた

って歯と口腔の健康づくりに取り組むよう

努めるものとする。 

３ 父母その他の子どもを現に監護する者は、

基本方針にのっとり、子どもの歯及び口腔の

健康状態に注意し、当該子どもの歯科疾患の
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予防、早期発見及び早期治療の促進に努める

ものとする。 

（歯科医療等業務従事者等の責務） （歯科医師等の責務） 

第６条 歯科医療等業務従事者は、基本方針に

のっとり、市が実施する歯と口腔の健康づく

りに関する施策に協力するよう努めるとと

もに、歯と口腔の健康づくりに関する活動を

行う他のものと連携及び協力を図るよう努

めるものとする。 

第６条 歯科医師等は、基本方針にのっとり、

市が実施する歯と口腔の健康づくりに関す

る施策に協力するよう努めるとともに、歯と

口腔の健康づくりに関する活動を行う他の

者と連携及び協力を図るよう努めるものと

する。 

２ 歯科医療等業務従事者が組織する団体は、

歯科医療機関がかかりつけ歯科医の機能を

十分発揮できるよう、良質かつ適切な歯科健

診、保健指導及び歯科医療を行うことができ

る体制の整備に努めるものとする。 

（教育関係者、保健医療関係者及び福祉関係

者の責務） 

（教育関係者、保健医療関係者及び福祉関係

者の責務） 

第７条 教育関係者は、基本方針にのっとり、

その業務において、幼児、児童、生徒又は学

生に対する歯と口腔の健康づくりの推進に

努めるものとする。 

第７条 教育関係者、保健医療関係者及び福祉

関係者は、基本方針にのっとり、それぞれの

業務において、歯と口腔の健康づくりの推進

に努めるとともに、歯と口腔の健康づくりに

関する活動を行う他の者と連携及び協力を

図るよう努めるものとする。 

２ 保健医療関係者は、基本方針にのっとり、

その業務において、保健医療サービスを必要

とする者の歯と口腔の健康づくりの推進に

努めるものとする。 

３ 福祉関係者は、基本方針にのっとり、その

業務において障がい者、高齢者その他の福祉

サービスを必要とする者の歯と口腔の健康

づくりの推進に努めるものとする。 

４ 教育関係者、保健医療関係者及び福祉関係

者は、他の者が行う歯と口腔の健康づくりに

関する取組と連携し、及び当該取組に協力す

るよう努めるものとする。 

- 43 -



（事業者及び医療保険者の責務） （事業者の責務） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 医療保険者は、基本方針にのっとり、市内

の被保険者が歯科健診等を受ける機会を確

保することができるよう努めるものとする。

（基本的施策の実施） （基本的施策の実施） 

第９条 市は、市民の歯と口腔の健康づくりを

推進するため、次に掲げる基本的施策を実施

するものとする。 

第９条 市は、市民の歯と口腔の健康づくりを

推進するため、次に掲げる基本的施策を実施

するものとする。 

(1) 歯と口腔の健康づくりに関する情報の

収集及び提供並びに正しい知識の普及啓

発を推進すること。 

(2) 母体の健康の保持及び胎児の健全な発

育を図るため、妊娠期から子育て期までに

おける母子の歯科口腔保健に必要な予防

対策等を推進すること。 

(1) 妊娠期から子育て期における母子の歯

科口腔保健に必要な予防対策等を推進す

ること。 

(3) むし歯及び歯肉炎になりやすく、口腔機

能を獲得する乳幼児期及び学齢期にある

者に対して、歯科医療等業務従事者、保健

医療関係者及び教育関係者と、連携を図り

つつ、フッ化物応用等科学的根拠に基づく

むし歯及び歯肉炎の予防対策並びに健全

な口腔機能を獲得するための対策、教育等

を推進すること。 

(2) むし歯や歯肉炎になりやすい幼児期及

び学齢期にある者に対して、フッ化物応用

等科学的根拠に基づくむし歯の予防対策、

口腔機能向上のための教育等を推進する

こと。 

(4) 歯周病の罹
り

患率が高まる成人期にある

者に対して、歯科医療等業務従事者及び保

健医療関係者との連携を図りつつ、歯周病

の予防対策等を推進すること。 

(3) 歯周病の罹
り

患率が高まる成人期にある

者に対して、歯周病の予防対策等を推進す

ること。 

(5) 歯の喪失及び口腔機能の低下がみられ

る高齢期にある者に対して、オーラルフレ

イル（口腔機能が弱まっていく状態をい

う。以下同じ。）の進行が、心身の機能の

低下につながることから、オーラルフレイ

ルを早期に把握し、回復させ、及び予防す

(4) 歯の喪失及び口腔機能の低下がみられ

る高齢期にある者に対して、口腔機能の維

持及び向上のための対策等を推進するこ

と。 
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る取組を推進すること。 

(6) 障がい者又は介護を必要とする高齢者

その他の者であって、定期的に歯科健診又

は歯科医療を受けることが困難なものに

対して、歯科医療等業務従事者、保健医療

関係者及び福祉関係者との連携を図りつ

つ、訪問による歯科健診等、歯科医療、口

腔ケア等を推進すること。 

(5) 障害者又は介護を必要とする高齢者そ

の他の者であって、定期的に歯科健診等又

は歯科医療を受けることが困難なものに

対して、関係する者、団体等との連携を図

り、訪問による歯科健診等、歯科医療、口

腔ケア等を推進すること。 

(7) 歯と口腔の健康づくりと食育、喫煙及び

生活習慣病との関連性に関する情報の提

供その他の必要な施策を推進すること。 

(8) 周術期における歯科疾患の治療及び口

腔ケア等を適切に行うため、医科及び歯科

の連携体制の構築を推進すること。 

(9) 災害発生時における歯科医療又は歯科

保健の提供体制の確保及び災害に備えた

当該体制の整備を推進すること。 

(10) 生涯にわたる歯と口腔の健康づくりに

ついての関心及び理解を深め、かつ、歯と

口腔の健康づくりに関する自主的な努力

を促進するため、８０２０運動を推進する

こと。 

(6) 生涯にわたる歯と口腔の健康づくりに

ついての関心と理解を深め、かつ、歯と口

腔の健康づくりに関する自主的な努力を

促進するため、８０２０運動を推進するこ

と。 

(11)・(12) （略） (7)・(8) （略）  

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第１３号 

美濃加茂市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一 

部を改正する条例について 

美濃加茂市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正す

る条例を下記のとおり制定する。 

  令和２年２月２６日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

記 

美濃加茂市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改

正する条例 

美濃加茂市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年美

濃加茂市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

別表第１（第４条関係） 

機関 事務 

（略） 

６ 市長 美濃加茂市障害者就労

支援事業実施要綱（令

和２年美濃加茂市告示

第●号）による障害福

祉サービスの利用者負

担の助成に関する事務

であって規則で定める

もの 

（略） 

別表第２（第４条関係） 

別表第１（第４条関係） 

機関 事務 

（略） 

６ 市長 美濃加茂市障害者就労

支援事業実施要綱（平

成１９年美濃加茂市訓

令甲第４１号）による

障害福祉サービスの利

用者負担の助成に関す

る事務であって規則で

定めるもの 

（略） 

別表第２（第４条関係） 
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機関 事務 特定個人情報

（略） 

２ 市長 （略）  

外国人生活保

護関係情報で

あって規則で

機関 事務 特定個人情報

（略） 

２ 市長 （略） 生活保護法に

よる保護の実

施又は就労自

立給付金の支

給に関する情

報（以下「生活

保護関係情報」

という。）であ

って規則で定

めるもの 

中国残留邦人

等の円滑な帰

国の促進並び

に永住帰国し

た中国残留邦

人等及び特定

配偶者の自立

の支援に関す

る法律（平成６

年法律第３０

号）による支援

給付又は配偶

者支援金の支

給に関する情

報（以下「中国

残留邦人等支

援給付等関係

情報」という。）

であって規則

で定めるもの 

外国人生活保

護関係情報で

あって規則で
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定めるもの 

（略） 

３ 市長 （略） 精神保健及び

精神障害者福

祉に関する法

律（昭和２５年

法律第１２３

号）による精神

障害者保健福

祉手帳又は知

的障害者関係

情報であって

規則で定める

もの 

外国人生活保

護関係情報で

あって規則で

定めるもの 

（略） 

３ 市長 （略） 精神保健及び

精神障害者福

祉に関する法

律（昭和２５年

法律第１２３

号）による精神

障害者保健福

祉手帳又は知

的障害者関係

情報であって

規則で定める

もの 

地方税法（昭和

２５年法律第

２２６号）その

他の地方税に

関する法律に

基づく条例の

規定により算

定した税額又

はその算定の

基礎となる事

項に関する情

報（以下「地方

税関係情報」と

いう。）であっ

て規則で定め

るもの 

外国人生活保

護関係情報で

あって規則で
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定めるもの 

（略） 

５ 市長 地方税法（昭和

２５年法律第

２２６号）その

他の地方税に

関する法律及

びこれらの法

律に基づく条

例による地方

税の賦課徴収

に関する事務

であって規則

で定めるもの 

中国残留邦人

等の円滑な帰

国の促進並び

に永住帰国し

た中国残留邦

人等及び特定

配偶者の自立

の支援に関す

る法律（平成６

年法律第３０

号）による支援

給付又は配偶

者支援金の支

給に関する情

報（以下「中国

残留邦人等支

援給付等関係

情報」という。）

であって規則

で定めるもの 

６ 市長 （略） 障害者関係情

報であって規

則で定めるも

の 

定めるもの 

（略） 

５ 市長 地方税法その

他の地方税に

関する法律及

びこれらの法

律に基づく条

例による地方

税の賦課徴収

に関する事務

であって規則

で定めるもの 

中国残留邦人

等支援給付等

関係情報であ

って規則で定

めるもの 

６ 市長 （略） 障害者関係情

報であって規

則で定めるも

の 

地方税関係情

報であって規

則で定めるも

の 
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生活保護法に

よる保護の実

施又は就労自

立給付金若し

くは進学準備

給付金の支給

に関する情報

（以下「生活保

護関係情報」と

いう。）であっ

て規則で定め

るもの 

７ 市長 （略） 医療保険給付

関係情報であ

って規則で定

めるもの 

外国人生活保

護関係情報で

生活保護関係

情報であって

規則で定める

もの 

７ 市長 （略） 医療保険給付

関係情報であ

って規則で定

めるもの 

介護保険給付

等関係情報で

あって規則で

定めるもの 

地方税関係情

報であって規

則で定めるも

の 

生活保護関係

情報であって

規則で定める

もの 

中国残留邦人

等支援給付等

関係情報であ

って規則で定

めるもの 

外国人生活保

護関係情報で
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あって規則で

定めるもの 

（略） 

８ 市長 （略） 地方税法その

他の地方税に

関する法律に

基づく条例の

規定により算

定した税額又

はその算定の

基礎となる事

項に関する情

報（以下「地方

税関係情報」と

いう。）であっ

て規則で定め

るもの 

９ 市長 （略） 障害者関係情

報であって規

則で定めるも

の 

外国人生活保

護関係情報で

あって規則で

定めるもの 

１０ 市長 （略） 

あって規則で

定めるもの 

（略） 

８ 市長 （略） 地方税関係情

報であって規

則で定めるも

の 

９ 市長 （略） 障害者関係情

報であって規

則で定めるも

の 

地方税関係情

報であって規

則で定めるも

の 

外国人生活保

護関係情報で

あって規則で

定めるもの 

１０ 市長 （略） 地方税関係情

報であって規

則で定めるも

の 
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生活保護関係

情報であって

規則で定める

もの 

（略） 

１１ 市長 （略） 障害者関係情

報であって規

則で定めるも

の 

中国残留邦人

等支援給付等

関係情報であ

って規則で定

めるもの 

（略） 

（略） 

１３ 市長 （略） 障害者関係情

報であって規

則で定めるも

の 

１４ 市長 （略） （略） 

介護保険給付

等関係情報で

あって規則で

定めるもの 

生活保護関係

情報であって

規則で定める

もの 

（略） 

１１ 市長 （略） 障害者関係情

報であって規

則で定めるも

の 

地方税関係情

報であって規

則で定めるも

の 

中国残留邦人

等支援給付等

関係情報であ

って規則で定

めるもの 

（略） 

（略） 

１３ 市長 （略） 障害者関係情

報であって規

則で定めるも

の 

地方税関係情

報であって規

則で定めるも

の 

１４ 市長 （略） （略） 

介護保険給付

等関係情報で

あって規則で

定めるもの 
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児童福祉法に

よる障害児入

所支援又は措

置（同法第２７

条第１項第３

号若しくは第

２項又は第２

７条の２第１

項の措置をい

う。）に関する

情報であって

規則で定める

もの 

（略） 

（略） 

１７ 市長 （略） 障害者関係情

報であって規

則で定めるも

の 

公営住宅関係

情報であって

規則で定める

もの 

１８ 市長 （略） （略） 

医療保険給付

関係情報であ

って規則で定

地方税関係情

報であって規

則で定めるも

の 

児童福祉法に

よる障害児入

所支援又は措

置（同法第２７

条第１項第３

号若しくは第

２項又は第２

７条の２第１

項の措置をい

う。）に関する

情報であって

規則で定める

もの 

（略） 

（略） 

１７ 市長 （略） 障害者関係情

報であって規

則で定めるも

の 

介護保険給付

等関係情報で

あって規則で

定めるもの 

公営住宅関係

情報であって

規則で定める

もの 

１８ 市長 （略） （略） 

医療保険給付

関係情報であ

って規則で定
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めるもの 

外国人生活保

護関係情報で

あって規則で

定めるもの 

（略） 

（略） 

２０ 市長 （略） 知的障害者関

係情報であっ

て規則で定め

るもの 

外国人生活保

護関係情報で

あって規則で

定めるもの 

めるもの 

地方税関係情

報であって規

則で定めるも

の 

中国残留邦人

等支援給付等

関係情報であ

って規則で定

めるもの 

外国人生活保

護関係情報で

あって規則で

定めるもの 

（略） 

（略） 

２０ 市長 （略） 知的障害者関

係情報であっ

て規則で定め

るもの 

介護保険給付

等関係情報で

あって規則で

定めるもの 

地方税関係情

報であって規

則で定めるも

の 

外国人生活保

護関係情報で

あって規則で

定めるもの 
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児童福祉法に

よる障害児入

所支援又は措

置（同法第２７

条第１項第３

号若しくは第

２項又は第２

７条の２第１

項の措置をい

う。）に関する

情報であって

規則で定める

もの 

（略） 

（略） 

２２ 市長 子ども・子育て

支援法（平成２

４年法律第６

５号）による子

どものための

教育・保育給付

若しくは子育

てのための施

設等利用給付

の支給又は地

域子ども・子育

て支援事業の

実施に関する

事務であって

規則で定める

もの 

（略） 

（略） 

児童福祉法に

よる障害児入

所支援若しく

は措置（同法第

２７条第１項

第３号若しく

は第２項又は

第２７条の２

第１項の措置

をいう。）又は

障害児通所支

援に関する情

報であって規

則で定めるも

の 

（略） 

（略） 

２２ 市長 子ども・子育て

支援法（平成２

４年法律第６

５号）による子

どものための

教育・保育給付

の支給又は地

域子ども・子育

て支援事業の

実施に関する

事務であって

規則で定める

もの 

（略） 

（略） 

附 則 

この条例は、令和２年６月１日から施行する。ただし、別表第１中美濃加茂市障
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害者就労支援事業実施要綱についての改正は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第１４号 

美濃加茂市健康診査等手数料条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市健康診査等手数料条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

令和２年２月２６日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

記 

   美濃加茂市健康診査等手数料条例の一部を改正する条例 

美濃加茂市健康診査等手数料条例（平成３０年美濃加茂市条例第２８号）の一部

を次のように改正する。 

改正後 改正前 

別表（第３条関係） 別表（第３条関係） 

区分 健康診査等の項目 手数料の額 

（略） 

第２条第３号

の市が実施す

る健康診査及

び検診 

前立腺がん検診 （略） 

３０代健診 

区分 健康診査等の項目 手数料の額

（略） 

第２条第３号

の市が実施す

る健康診査及

び検診 

前立腺がん検診 （略） 

   附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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議第１５号 

令和元年度美濃加茂市一般会計補正予算（第８号） 

令和元年度美濃加茂市の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３２８，７４９千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２１，８２１，４５４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第４条 地方債の追加及び変更は、「第４表 地方債補正」による。 

令和２年２月２６日提出 

                    美濃加茂市長  伊 藤 誠 一 
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議第１６号 

令和元年度美濃加茂市国民健康保険会計補正予算（第３号） 

令和元年度美濃加茂市の国民健康保険会計補正予算（第３号）は、次に定めると

ころによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４，５５９千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ５，１６１，３４１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

令和２年２月２６日提出 

                    美濃加茂市長  伊 藤 誠 一 
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議第１７号 

令和元年度美濃加茂市介護保険会計補正予算（第３号） 

令和元年度美濃加茂市の介護保険会計補正予算（第３号）は、次に定めるところ

による。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３，６０２千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ４，０５２，４８６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

令和２年２月２６日提出 

                    美濃加茂市長  伊 藤 誠 一 
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議第１８号 

令和元年度美濃加茂市下水道事業会計補正予算（第３号） 

（総則） 

第１条 令和元年度美濃加茂市下水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定め

るところによる。 

 （企業債の補正） 

第２条 予算第５条に定めた起債の限度額を次のとおり補正する。 

（起債の目的）    （既決予定額） （補正予定額）    （計） 

建設改良        163,580 千円   60,000 千円   223,580 千円 

 資本費平準化      802,000 千円  △60,000 千円   742,000 千円 

  令和２年２月２６日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   
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令和２年度美濃加茂市一般会計、特別会計及び公営企業会計予算につ 

いて 

令和２年度美濃加茂市の一般会計及び特別会計の予算並びに水道事業会計及び下

水道事業会計の予算を、別冊のとおり定める。 

 令和２年２月２６日提出 

                 美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

議第１９号 令和２年度美濃加茂市一般会計予算 

議第２０号 令和２年度美濃加茂市国民健康保険会計予算 

議第２１号 令和２年度美濃加茂市介護保険会計予算 

議第２２号 令和２年度美濃加茂市後期高齢者医療会計予算 

議第２３号 令和２年度美濃加茂市介護認定・障がい者自立支援認定審査会会計予

算 

議第２４号 令和２年度美濃加茂市古井財産区会計予算 

議第２５号 令和２年度美濃加茂市山之上財産区会計予算 

議第２６号 令和２年度美濃加茂市水道事業会計予算 

議第２７号 令和２年度美濃加茂市下水道事業会計予算 
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議第２８号

   市道路線の廃止について

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定により、下記のとお

り市道路線を廃止することについて、同条第３項の規定により議会の議決を求める。

  令和２年２月２６日提出

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一  

記

番号 路線名 
起         点 重要な 

経過地 終         点 

１ 
西町２３

１号線 

西町八丁目２０６番地先  

西町八丁目２０８番地先 

２ 
西町４０

９号線 

西町八丁目１１７番地先  

西町八丁目２３４番地先 

３ 
野笹５６

３号線 

野笹町一丁目字マコド５７１番１地先  

野笹町一丁目字マコド５８２番１地先 

４ 
野笹５６

５号線 

野笹町一丁目字マコド５５４番地先  

野笹町一丁目字マコド５６８番地先 

５ 
野笹５７

９号線 

野笹町一丁目字野笹西５２４番１地先 

野笹町一丁目字野笹西５２３番３地先 

６ 
清水６４

６号線 

清水町一丁目字清水上８８１番１地先   

清水町一丁目字清水上８８３番１地先 
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議第２９号

   市道路線の認定について

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により、下記のとおり

市道路線を認定することについて、同条第２項の規定により議会の議決を求める。

  令和２年２月２６日提出

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一  

記

番号 路線名 
起         点 重要な 

経過地 終         点 

１ 
太田５１

７号線 

美濃加茂市太田町７７７番地先   

美濃加茂市前平町二丁目５０番１地先 

２ 
前平５１

８号線 

美濃加茂市前平町一丁目２３２番地先 

美濃加茂市前平町二丁目４８番地先 

３ 
西町５１

９号線 

美濃加茂市西町一丁目４８番地先  

美濃加茂市西町一丁目１０８番地先 

４ 
西町５２

０号線 

美濃加茂市西町八丁目２３４番地先  

美濃加茂市西町八丁目１５７番地先 

５ 
西町５２

１号線 

美濃加茂市西町二丁目２４番１地先  

美濃加茂市西町二丁目３３番地先 

６ 
西町５２

２号線 

美濃加茂市西町五丁目６０番地先  

美濃加茂市西町五丁目７８番１地先 

７ 
西町５２

３号線 

美濃加茂市西町八丁目１１７番１地先  

美濃加茂市西町一丁目４７番１地先 

８ 
西町５２

４号線 

美濃加茂市西町八丁目２１２番１地先  

美濃加茂市西町一丁目５７番２地先 

９ 
田島６９

５号線 

美濃加茂市田島町二丁目字坂下３２０９番２地先  

美濃加茂市田島町二丁目２８番地先 

１０ 
野笹６９

６号線 

美濃加茂市野笹町一丁目字マコド５３７番１０地先  

美濃加茂市野笹町一丁目字マコド５４２番１地先 
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１１ 
野笹６９

７号線 

美濃加茂市野笹町一丁目字野笹西５２１番１地先  

美濃加茂市野笹町一丁目字マコド５６９番２地先 

１２ 
西町５２

５号線 

美濃加茂市西町四丁目２１１番５地先  

美濃加茂市西町四丁目２１１番７地先 

１３ 
加茂野４

７７号線 

美濃加茂市加茂野町加茂野字ウコキ場４８７番２地先  

美濃加茂市加茂野町加茂野字南野７３３番６地先 
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議第３０号 

損害賠償の額を定めることについて 

次のとおり自動車事故による損害賠償の額を定めることについて、議決を求める。 

令和２年２月２６日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

１ 損害賠償の総額     ５６９，０４８円 

  上記金額の内訳 

   (1) 車両修理代    ２７９，０４８円 

   (2) 代車費用     ２９０，０００円 

２ 損害賠償の相手方  加茂郡七宗町上麻生１４５番地６ 

            渡 邉 千 鶴 夫 
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議第３１号

文化会館耐震等改修建築工事の請負契約の締結について

美濃加茂市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭

和３９年美濃加茂市条例第４号）第２条の規定により、次のとおり工事請負契約を

締結することについて、議会の議決を求める。

令和２年２月２６日提出

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一

１ 契約の目的 文化会館耐震等改修建築工事 

２ 契約の方法 一般競争入札 

３ 契 約 金 額 金６３１，４００，０００円 

４ 契約の相手方 西松建設株式会社 中部支店 

支店長  伊 藤 裕 之 
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議第３２号 

美濃加茂市古井財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市古井財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産区

管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、議

会の同意を求める。 

令和２年２月２６日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

                記 

住  所  美濃加茂市本郷町６丁目３番１３号 

氏  名  大  義 昭 

生年月日  昭和１７年５月１３日 
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議第３３号 

美濃加茂市古井財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市古井財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産区

管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、議

会の同意を求める。 

令和２年２月２６日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

                記 

住  所  美濃加茂市森山町４丁目７番２７号 

氏  名  若 宮 晴 彦 

生年月日  昭和１９年８月１２日 
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議第３４号 

美濃加茂市古井財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市古井財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産区

管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、議

会の同意を求める。 

令和２年２月２６日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

                記 

住  所  美濃加茂市本郷町９丁目１８番３０号 

氏  名  馬 場 政 一 

生年月日  昭和２３年１月２２日 
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議第３５号 

美濃加茂市古井財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市古井財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産区

管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、議

会の同意を求める。 

令和２年２月２６日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

                記 

住  所  美濃加茂市清水町２丁目４番１０号 

氏  名  西 田 均 

生年月日  昭和２９年１２月１４日 
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議第３６号 

美濃加茂市古井財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市古井財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産区

管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、議

会の同意を求める。 

令和２年２月２６日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

                記 

住  所  美濃加茂市御門町２丁目４番１２号 

氏  名  藤 井 秀 男 

生年月日  昭和２５年６月１６日 
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議第３７号 

美濃加茂市古井財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市古井財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産区

管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、議

会の同意を求める。 

令和２年２月２６日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

                記 

住  所  美濃加茂市中富町３丁目７番８号 

氏  名  日 比 野 信 行 

生年月日  昭和２４年４月９日 
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議第３８号 

美濃加茂市古井財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市古井財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産区

管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、議

会の同意を求める。 

令和２年２月２６日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

                記 

住  所  美濃加茂市古井町下古井６９番地 

氏  名  長 江 亮 

生年月日  昭和２２年１０月５日 
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議第３９号 

美濃加茂市山之上財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市山之上財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産

区管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、

議会の同意を求める。 

令和２年２月２６日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

                記 

住  所  美濃加茂市山之上町７６４番地 

氏  名  酒 向 壽 廣 

生年月日  昭和２２年６月７日 
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議第４０号 

美濃加茂市山之上財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市山之上財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産

区管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、

議会の同意を求める。 

令和２年２月２６日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

                記 

住  所  美濃加茂市山之上町１９８８番地１ 

氏  名  中 嶋 正 明 

生年月日  昭和２６年８月３０日 

- 168 -



議第４１号 

美濃加茂市山之上財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市山之上財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産

区管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、

議会の同意を求める。 

令和２年２月２６日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

                記 

住  所  美濃加茂市山之上町１０９３番地１２ 

氏  名  平 岩 民 治 

生年月日  昭和２２年３月２８日 
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議第４２号 

美濃加茂市山之上財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市山之上財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産

区管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、

議会の同意を求める。 

令和２年２月２６日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

                記 

住  所  美濃加茂市山之上町２７４６番地 

氏  名  山 田 光 昭 

生年月日  昭和２８年３月２０日 
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議第４３号 

美濃加茂市山之上財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市山之上財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産

区管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、

議会の同意を求める。 

令和２年２月２６日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

                記 

住  所  美濃加茂市山之上町６１５３番地 

氏  名  小 森 勘 弥 

生年月日  昭和２６年１１月３０日 
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議第４４号 

美濃加茂市山之上財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市山之上財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産

区管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、

議会の同意を求める。 

令和２年２月２６日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

                記 

住  所  美濃加茂市山之上町４５７５番地 

氏  名  木 村 恒 夫 

生年月日  昭和２２年２月７日 
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議第４５号 

美濃加茂市山之上財産区管理委員の選任について 

 美濃加茂市山之上財産区管理委員に下記の者を選任したいから、美濃加茂市財産

区管理会条例（平成２３年美濃加茂市条例第１４号）第３条第１項の規定により、

議会の同意を求める。 

令和２年２月２６日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

                記 

住  所  美濃加茂市山之上町７０３１番地 

氏  名  酒 向 金 治 

生年月日  昭和２４年１２月１日 
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諮第１号 

人権擁護委員の候補者の推薦について 

 人権擁護委員の候補者として下記の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和

２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

令和２年２月２６日提出 

                                 美濃加茂市長  伊 藤 誠 一 

記 

住  所  美濃加茂市山之上町７７０番地 

氏  名  西 田 正 幸 

生年月日    昭和２２年１１月１２日                       
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